
横浜市延長保育事業実施要綱 
 

制   定 平成 27年４月１日 こ保運第１号（副市長決裁） 
       最近改正  令和５年４月６日 こ保運第 2110号（局長決裁） 

 
（趣 旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 31条第１項に基づき横浜市

長が確認した特定教育・保育施設（以下「施設」という。）及び第 43条第１項に基づき横浜市長が確

認した特定地域型保育事業者（以下「事業者」という。）において、同法第 19条第１項第２号又は第

３号の支給要件を満たし、同法第 20条第１項により横浜市長の認定を受けた児童に対し、やむを得

ない理由により通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び時間において保育を行う延長保育事業の実

施及び実施に要する経費の助成について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

(1) 事業実施者 

この要綱により当該施設・事業者の所在する区の区長（以下「区長」という。）に届出をして延長

保育事業を実施する施設・事業者 

(2) 保育時間（８時間） 

保育短時間認定の児童の最大で利用可能な時間帯で、８時間とする。児童の生活リズムや保育カ

リキュラムを考慮し、概ね児童全員がそろって保育を受ける時間帯とすることを基本とする。 

(3) 保育時間（11時間） 

保育標準時間認定の児童の最大で利用可能な時間帯で、11 時間とする。 

(4) 開所時間 

延長保育の時間帯を含めた、利用可能な時間帯とする。 

(5) 保育標準時間認定の児童に係る延長保育 

事業実施者が定める保育時間(11時間)を超える前後で、開所時間内の時間帯とする。 

(6) 保育短時間認定の児童に係る延長保育 

事業実施者が定める保育時間(８時間)を超える前後で、開所時間内の時間帯とする。 

(7) 夜間保育所 

「夜間保育所の設置認可等について（平成 12年３月 30日児発第 298号厚生省児童家庭局長通

知）」により設置認可された施設 

(8) 夜間保育 

夜間保育所において、午後９時を超えて実施する保育 

(9) 保育士 

児童福祉法に定める保育士をいう。 

(10)家庭的保育者 

児童福祉法に定める家庭的保育者をいう。 

(11)家庭的保育補助者 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26年厚生労働省令第 61号）に定める家庭

的保育補助者をいう。 

(12)休日保育 

「横浜市における保育・教育に係る給付費等取扱要綱」に規定する休日保育加算の支払いを受け

ていて、日曜日、国民の祝日及び休日（以下「休日等」という。）に実施する保育 
 

（事業開始の届出） 

第３条 新たな事業実施者は、原則事業を開始する月の１か月前までに、横浜市延長保育事業実施

（変更）届（第１号様式）により、区長に届け出なければならない。ただし、年度当初から事業を

開始する場合は、原則前年度の８月末日までに、区長に届け出なければならない。 

 

（事業実施内容の変更） 

第４条 事業実施者は、実施内容を変更する場合は、原則実施内容を変更する月の１か月前までに、

横浜市延長保育事業実施（変更）届（第１号様式）により、区長に届け出なければならない。ただ

し、年度当初から実施内容を変更する場合は、原則前年度の８月末日までに、区長に届け出なければ

ならない。 

 



（こども青少年局長への報告） 

第５条 区長は、第３条から第４条に規定する届出を受理した場合は、こども青少年局長に報告する

こととする。 

 

（延長保育事業の時間帯設定の協議） 

第６条 区長は、地域のニーズや実際の延長保育事業の実施状況を踏まえ、延長保育の時間帯設定に

ついて、必要に応じて事業実施者と協議するものとする。 

 

（職員の配置） 

第７条 延長保育の時間帯における保育に従事する職員の配置は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 延長保育事業を実施する保育所の配置基準は次のとおりとする。なお、延長保育事業に従事す

る保育士は常に２人以上でなければならない。ただし、横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基

準に関する条例（平成 24年 12月横浜市条例第 60号）附則第７項の特例を適用する場合は、そ

の限りではない。 

 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳以上児 

対象児童数 ３人 ４人 ５人 １５人 ２４人 

保育士数 １人 １人 １人 １人 １人 

 

 (2) 延長保育事業を実施する幼稚園型認定こども園の配置基準は次のとおりとする。なお、延長保育事

業に従事する保育士は常に２人以上でなければならない。ただし、横浜市認定こども園の要件を定

める条例（平成27年２月横浜市条例第２号）附則第５項の特例を適用する場合は、その限りではな

い。 
 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳以上児 

対象児童数 ３人 ４人 ５人 １５人 ２４人 

保育士数 １人 １人 １人 １人 １人 

 

(3) 延長保育事業を実施する幼保連携型認定こども園の配置基準は次のとおりとする。なお、延長保

育事業に従事する保育士は常に２人以上でなければならない。ただし、横浜市幼保連携型認定こど

も園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成26年９月横浜市条例第46号）附

則第９項の特例を適用する場合は、その限りではない。 
 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳以上児 

対象児童数 ３人 ４人 ５人 １５人 ２４人 

保育士数 １人 １人 １人 １人 １人 

 

(4) 延長保育事業を実施する小規模保育事業Ａ型の配置基準は次のとおりとする。なお、必要数の合

計数に１名以上追加すること。ただし、横浜市家庭的保育事業等の設備、運営等の基準に関する条

例（平成26年９月横浜市条例第47号）附則第８項の特例を適用する場合は、その限りではない。 
 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 ６人 

保育士数 １人 １人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(5) 延長保育事業を実施する小規模保育事業Ｂ型及び事業所内保育事業Ｂ型の配置基準は次のとおり

とする。なお、必要数の合計数に１名以上追加すること。また、保育従事者のうち３分の２以上は保

育士でなければならない。 

 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 ６人 

保育従事者数 １人 １人 

 

(6) 延長保育事業を実施する小規模保育事業Ｃ型の配置基準は次のとおりとする。ただし、家庭的 

保育者が家庭的保育補助者とともに保育する場合は、対象児童数は５人以下とする。 

 

対象児童の年齢 ０歳児・１歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 

家庭的保育者数 １人 

 

(7) 延長保育事業を実施する家庭的保育事業の配置基準は次のとおりとする。ただし、家庭的保育者

が家庭的保育補助者とともに保育する場合は、対象児童数は５人以下とする。 

 

対象児童の年齢 ０歳児・１歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 

家庭的保育者数 １人 

 

 

(8) 延長保育事業を実施する事業所内保育事業保育所型の配置基準は次のとおりとする。なお、延長

保育事業に従事する保育士は常に２人以上でなければならない。ただし、横浜市家庭的保育事業等

の設備、運営等の基準に関する条例（平成 26年９月横浜市条例第 47号）附則第８項の特例を適用

する場合は、その限りではない。 

 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 ６人 

保育士数 １人 １人 

 

(9) 延長保育事業を実施する事業所内保育事業Ａ型の配置基準は次のとおりとする。なお、必要数の

合計数に１名以上追加すること。 
 

対象児童の年齢 ０歳児 １歳児・２歳児 

対象児童数 ３人 ６人 

保育士数 １人 １人 

 

(10) 延長保育事業を実施する居宅訪問型保育事業の配置基準は次のとおりとする。 

 

対象児童の年齢 ０歳児・１歳児・２歳児 

対象児童数 １人 

家庭的保育者数 １人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（対象児童の申込） 

第８条 延長保育の利用を希望する児童の保護者は、事業実施者の定めた方法により、利用の事前に

事業実施者へ申し込むものとする。 

 

（対象児童の承諾決定） 

第９条 事業実施者は、申し込みを受けた利用児童について、事業実施者の定めた方法により、対象

児童の認定区分に応じて延長保育利用の承諾を決定するものとする。ただし、延長保育を必要とする

児童が事業実施者の受け入れ限度を超えるときは、事業実施者の定めた方法により、対象児童の待機

の決定をするものとする。 

 

（対象児童等の不承諾決定） 

第 10 条 事業実施者は、申し込みを受けた利用児童のうち、延長保育を必要としないものは、事業実

施者の定めた方法により、対象児童の延長保育利用の不承諾を決定するものとする。 

 

（保護者への通知） 

第 11 条 事業実施者は、対象児童の承諾、待機又は不承諾の決定をしたときは、事業実施者の定めた

方法により、承諾のときは承諾の内容、待機又は不承諾のときは不承諾を保護者へ通知するものとす

る。 

 

（対象児童の変更及び解除） 

第 12 条 事業実施者は、対象児童の決定後、保護者の勤務時間等の変更など、延長保育の必要性に変

更が生じた場合、事業実施者が定めた方法により、対象児童の変更又は解除の決定をするものとする。 

 

（費用） 

第 13 条 事業実施者は、延長保育事業の実施に対し、別表１に定める延長保育料額を上限として、保

護者から延長保育料を徴収するものとする。 

２ 事業実施者は、原則として午後６時 30分を超えて午後７時までの保育を必要とする児童に対して

間食を、午後７時を超えて午後７時 30分までの保育を必要とする児童に対して間食又は夕食を、午

後７時 30 分を超えて保育を必要とする児童に対して夕食を提供するものとし、これを実施するため

の費用について、それぞれ別表１に定める金額を上限として事業実施者が定める金額を保護者から徴

収するものとする。 

３  夜間保育所においては間食、夕食を実施するための費用を徴収することができないものとする。 

 

（助成内容） 

第 14条 市長は、事業実施者に対して、次の各号に掲げる経費（以下「延長保育事業助成」とい

う。）を別表２に定めるところにより助成するものとする。 

(1) 延長保育実施加算 

11 時間を超えて開所し、自施設で延長保育を実施しており、第７条に規定する職員配置をしてい

る場合で、「横浜市における保育・教育に係る向上支援費等取扱要綱」に定める雇用状況表（第２

号様式の１から第２号様式の９）に延長保育実施加算の対象保育士等が記載されている場合、開所

時間に応じて助成する。なお、本園と分園の開所時間に差が設けられている施設については、いず

れも 11 時間を超えて開所することを要し、より長い開所時間に基づき助成する。 

(2) 延長保育従事職員雇用費 

延長保育の利用実績に対して、利用者の年齢区分や利用時間帯に応じ、朝・夕それぞれ 15分を

１単位とする利用実績に応じた経費を助成する。 

(3) 延長保育障害児等受入加算 

延長保育事業の利用児童が「横浜市障害児等の保育・教育実施要綱」に定める障害児保育教育対

象児童、特別支援保育教育対象児童、医療的ケア対象児童又は被虐待児保育教育対象児童として認

定され、月 11日以上の延長保育の利用申込をしている場合に助成する。 

(4) 分園加算 

事業実施者が「保育所分園の設置運営について」（平成 10 年 4 月 9 日児発第 302 号）に基づく保

育所分園（以下「分園」という。）を設置している場合に助成する。ただし、本園及び分園の平日の

開所時間が 12時間に満たない場合、常時分園を閉所して本園にて延長保育を実施する場合は助成し

ない。 

(5) 調理人雇用費 

自園調理をしている施設であって、延長保育実施日全てにおいて、午後６時 30 分を超えて午後７



時までの保育を必要とする児童に対して間食を、午後７時を超えて午後７時 30分までの保育を必要

とする児童に対して間食又は夕食を、午後７時 30分を超えて保育を必要とする児童に対して夕食を

自園調理（調理業務委託の場合も含む）しており、平日の閉所時刻が午後７時以降の施設に対し助

成する。 

(6) 夜間保育所費 

開所時間が 12 時間以上の夜間保育所に対し助成する。ただし、開所時間が 24 時間の区分の助成

を受ける場合、別途こども青少年局長が定めるところにより認められた施設であることとする。 

(7) 延長保育ＡＢ階層減免費 

延長保育において、利用した児童の保護者から間食代もしくは夕食代を徴収する際、生活保護法

(昭和 25年法律第 144号)による被保護世帯(単給世帯を含む。)、現年度分の市町村民税課税額が０

円の世帯及び児童福祉法第６条の４に規定する里親世帯の場合、別表２に定める額を助成する。た

だし、事業実施者が定めた間食又は夕食を実施するための費用の半額が別表２に定める額よりも少

ない場合は、事業実施者が定めた間食又は夕食を実施するための費用の半額（10円未満の端数は

切り上げ）を助成する。 

(8) 延長保育実施加算（休日） 

休日保育を自施設で実施しており、かつ休日等に 11時間を超えて開所し、第７条に定める職員

配置をしている場合、開所時間に応じて助成する。 

(9) 調理人雇用費（休日） 

休日保育実施日に自園調理をしている施設であって、午後６時 30分を超えて午後７時までの保

育を必要とする児童に対して間食を、午後７時を超えて午後７時 30分までの保育を必要とする児

童に対して間食又は夕食を、午後７時 30分を超えて保育を必要とする児童に対して夕食を自園調

理（調理業務委託の場合も含む）しており、休日保育実施日の閉所時刻が午後７時以降の施設に対

し助成する。 

(10) 延長保育障害児等受入加算（休日） 

延長保育事業の利用児童が「横浜市障害児等の保育・教育実施要綱」に定める障害児保育教育対

象児童、特別支援保育教育対象児童、医療的ケア対象児童又は被虐待児保育教育対象児童として認

定され、休日等に延長保育を利用している場合に助成する。 

(11) 延長保育ＡＢ階層減免費（休日） 

休日等の延長保育において、利用した児童の保護者から間食代もしくは夕食代を徴収する際、生

活保護法(昭和 25年法律第 144号)による被保護世帯(単給世帯を含む。)、現年度分の市町村民税

課税額が 0円の世帯及び児童福祉法第６条の４に規定する里親世帯の場合、別表２に定める額を助

成する。ただし、事業実施者が定めた間食又は夕食を実施するための費用の半額が別表２に定める

額よりも少ない場合は、事業実施者が定めた間食又は夕食を実施するための費用の半額（10 円未

満の端数は切り上げ）を助成する。 

２ 休日保育にかかる加算の助成を受けようとするときは、横浜市休日保育事業実施要領に定める手続

きを行うものとする。 

３ 第１項で算定された額から、第 13条第１項の規定により保護者から徴収する延長保育料の総額を差

し引いた額を助成金額とする。 

 

（請求方法等） 

第 15 条 延長保育事業助成の請求方法等に関しては「横浜市における保育・教育に係る給付費等取扱

要綱」第４条第１項、第２項及び第５条を準用するものとする。 

２ 事業実施者が延長保育事業助成の支給を受けようとするときは、当月１日における事業実施者の

保育・教育の実施状況を延長保育事業加算状況等届出書（第２号様式の１から第２号様式の４）（以

下「届出書」という。）により毎月 15日までに横浜市長に提出するものとする。 

３ 事業実施者（家庭的保育事業者を除く）が延長保育実施加算の支給を受けようとするときは届出

書の提出にあわせて、「横浜市における保育・教育に係る向上支援費等取扱要綱」に定める各施設及

び事業者用の「雇用状況表」（第２号様式の１から第２号様式の９）を毎月 15日までに横浜市長に提

出するものとする。なお、最初の請求時及び保育士等の職員に変更があった際は、保育士証や幼稚

園教諭免許状、基礎研修修了証等の資格を証明できる書類の写しを併せて横浜市長に提出するもの

とする。 

４ 家庭的保育事業者が延長保育実施加算の支給を受けようとするときは「横浜市における保育・教

育に係る向上支援費等取扱要綱」に定める「雇用状況表」（第２号様式の４）及び「家庭的保育補助

者（補助員）雇用実績報告書」（第６号様式）を請求書の提出に併せて横浜市長に提出するものとす

る。なお、最初の請求時及び家庭的保育補助者等の職員に変更があった際は、保育士証や基礎研修



修了証等の資格を証明できる書類の写しを併せて横浜市長に提出するものとする。 

５  事業実施者が延長保育ＡＢ階層減免費の支給を受けるときは、「延長保育事業ＡＢ階層減免費内

訳報告書」（第３号様式）を当月分の請求時に横浜市長に提出するものとする。 

 

（状況調査等） 

第 16条 事業実施者は延長保育事業の経理については、支給内容に従って、施設及び事業者の運営に

係る人件費、事業費、管理費に必要な一切の経費に充てるものとする。 

２  横浜市長は、事業実施者に対し、助成金の執行状況について帳簿書類その他必要な物件を調査し、

参考となるべき報告又は資料の提出を求めることができる。 

３ 横浜市長は、事業実施者が事実と異なる内容で請求等を行った場合又は、前項の規定に基づく

調査においてその執行に疑義が生じた場合は、是正させ、延長保育事業助成の全部又は一部の

返還を命じることができる。 

 

（市外受託児童） 

第 17条 横浜市長は、事業実施者が横浜市以外の市区町村に居住する児童の延長保育を実施している

場合、事業実施者に対して、この要綱に定める延長保育事業助成を支給するものとする。 

 

（その他） 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか延長保育事業助成の請求、支払、その他支給に必要な事項は、

横浜市予算、決算及び金銭会計規則に定めるところによるものとする。 

２ この要綱の規定により事業実施者が負う債務は、横浜市が負う債務と相殺することができるもの

とする。 

 

（関係書類の保存） 

第 19条 事業実施者は、本要綱に基づき作成又は受領した書類について、作成又は受領した日の属

する年度の終了後、５年間保存しなければならない。 

 

（助成条件） 

第 20 条 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告

書（第４号様式）に必要な書類を添付し、市長へ提出しなければならない。 

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら

消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を

行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告に基づき報告を行うこと。 

また、市長に報告を行った後、当該仕入控除税額を市に納付すること。 

 

（委託） 

第 21条 この要綱の施行に関し必要な事項は、こども青少年局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 28年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 28年９月５日から施行し、平成 28年４月１日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 



附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 30年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和元年 10月１日から施行し、施行の日から適用する。 

    ただし、第７条第１項第１号、第２号、第３号、第４号及び第８号は、令和元年 10月４日から施

行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、施行の日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年４月６日から施行し、施行の日から適用する。 

 

 



（別表１）

(3)　ＡＢ階層減免

２号：免除(Ａ)(Ｂ)

３号：ＡＢ階層

(3)　ＡＢ階層減免

２号：免除(Ａ)(Ｂ)

３号：ＡＢ階層

※30分単位で算定します。

50％減免

100％減免

※保育料と同じきょうだい区分を適用します。

※計算後、10円未満の金額は切り捨てます。

※計算後、10円未満の金額は切り捨てます。

２　延長保育　間食代・夕食代（月額）※月曜～土曜日

50％減免

※ガイドラインの金額を上限に、各施設・事業において、日割・時間割を設定することは
可能です。

延長保育料ガイドライン

１　延長保育料額（月額）※月曜～土曜日

(1)　単価

基本単価（11日以上利用） 30分あたり1,700円

10日以内利用 30分あたり850円

(2)　きょうだい児減免

第2子 50％減免

第3子

間食代 夕食代

１月利用
（11日以上利用）

10日以内利用
１月利用

（11日以上利用）
10日以内利用

1,250円 620円

180円60円

※1人あたりの実費を上限とします。

３　延長保育料額　※休日等（日曜日、国民の祝日及び休日）

(1)　単価

１日30分あたり

２号：（副食費免除対象者のうち）免除(Ａ)(Ｂ)

３号：ＡＢ階層

２号：（副食費免除対象者のうち）免除(Ａ)(Ｂ)

３号：ＡＢ階層

上記以外

第2子 50％減免

第3子 100％減免

※保育料と同じきょうだい区分を適用します。

80円

※1人あたりの実費を上限とします。

間食代 夕食代

１日あたり １日あたり

370円120円上記以外

※計算後、10円未満の金額は切り捨てます。

※計算後、10円未満の金額は切り捨てます。

４　延長保育　間食代・夕食代　※休日等（日曜日、国民の祝日及び休日）

3,750円 1,870円

3,750円7,500円1,250円2,500円

(2)　きょうだい児減免



（別表２） 

横浜市延長保育事業実施要綱に基づく助成

支給条件

平日

土曜

平日

土曜

平日

土曜

３２８，２００円

助成額【月額】

【家庭的保育事業】

開所時間

助成額【月額】

２１２，３００円

３２８，２００円

４７９，９００円

５９５，８００円

２１２，３００円

助成額【月額】

11時間超 １２２，３００円

６２，４７０円

９１，３８０円

１１３，４４０円

助成額【月額】開所時間

６２，４７０円

開所時間 助成額【月額】

11時間超 ２３，３１０円

11時間超12時間未満

12時間以上13時間未満

13時間以上14時間未満

14時間以上

11時間超12時間未満

【小規模保育事業、事業所内保育事業】

助成額【月額】

４０，４１０円

開所時間

開所時間

開所時間

11時間超12時間以下

12時間超

４０，４１０円

延長保育実施加算

14時間以上

11時間を超えて開所し、自施設で延長保育を実施しており、市基準配置
人数に加えて１名以上保育士（保育所、小規模保育事業（Ａ型・Ｂ
型）、事業所内保育事業）、保育教諭（認定こども園）、家庭的保育者
又は家庭的保育補助者（小規模保育事業Ｃ型及び家庭的保育事業）を雇
用していること

11時間超12時間以下

【保育所、認定こども園】

12時間以上13時間未満

13時間以上14時間未満

費　　目 適用単価

12時間超



支給条件

・延長保育の利用実績があること

時間帯の区分

・延長Ⅰ（保育時間(11時間)内）保育短時間認定児童のみ

・延長Ⅱ（午前５時から午後10時）

・延長Ⅲ（午後10時から午前０時）

・延長Ⅳ（午前０時から午前５時）

助成額【児童一人あたり15分につき】

助成額【児童一人あたり15分につき】

助成額【児童一人あたり15分につき】

助成額【児童一人あたり15分につき】

助成額【児童一人あたり15分につき】

延長保育従事職員
雇用費

・延長保育料ガイドラインを上限に利用料を設定し、第三子を除き利用料
を徴収していること

１歳児 １４０円

【小規模保育事業（Ｃ型）】

年齢（年度当初） 延長Ⅰ

６０円

２歳児 １４０円 １８０円

２８０円

１８０円

延長Ⅰ 延長Ⅱ

４歳以上児

４２０円

延長Ⅱ

０歳児

２６０円

２００円

１歳児

２００円 ２５０円

２１０円

０歳児

３０円

１歳児

２５０円

２００円 ２５０円

２歳児 ２００円

３９０円

２歳児

０歳児

１３０円

１歳児

５０円

３５０円

６０円

延長Ⅲ

９０円

４５０円

延長Ⅱ 延長Ⅳ

２歳児

【小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）、事業所内保育事業】

年齢（年度当初）

【保育所、認定こども園】

１３０円

２６０円

３４０円３２０円

２４０円

５０円

０歳児

年齢（年度当初）

３歳児

３５０円

延長Ⅰ

２８０円

【居宅訪問型保育事業】

年齢（年度当初） 延長Ⅱ

【家庭的保育事業】

２歳児 １００円

３１０円 ３９０円

１歳児 １００円

延長Ⅰ

１００円 １３０円

３１０円 ３９０円 ４７０円

１６０円

０歳児

年齢（年度当初） 延長Ⅰ 延長Ⅱ

８０円

４０円

５００円

延長Ⅲ 延長Ⅳ

４７０円 ５００円

４７０円 ５００円３１０円



支給条件

・平日の閉所時刻が19時以降であること

支給条件

・区福祉保健センター長による対象児童の認定

・対象児童が月11日以上の利用申込者であること

※日割りの利用申込者は対象外

【保育所・認定こども園・小規模保育事業・事業所内保育事業】

【家庭的保育事業】

支給条件

・夜間保育所として認可を受けた施設であること

・開所時間が12時間以上であること

【保育所】

支給条件

・本園及び分園の平日の開所時間が12時間以上であること

・分園において延長保育を実施していること

【保育所】

・延長保育実施日全てにおいて、間食及び夕食を自園調理（調理業務委託
の場合も含む）していること

平日の閉所時刻 助成額【月額】

調理人雇用費

19時以降19時30分まで

19時30分超

８１，６００円

１０８，８００円

延長保育障害児等
受入加算

・開所時間が24時間の区分の助成を受ける場合、別途こども青少年局長が
定めるところにより認められた施設であること

夜間保育所費

開所時間

12時間以上

24時間

助成額【月額】

助成額【月額】

２２９，５００円

１，２９８，４００円

６１６，４００円

対象児童一人につき　４３，９００円

分園加算

助成額【月額】

助成額【月額】

対象児童一人につき　１３，２００円



支給条件

単価（上限）利用児童一人につき【月額】

支給条件

単価（上限）利用児童一人につき【１日あたり】

２６，４３０円

13時間以上14時間未満 ２２０，２２０円

14時間以上 ２７６，６３０円

19時以降19時30分まで

11時間超12時間以下 ９３，５８０円

９３，５８０円

延長保育障害児等
受入加算
（休日）

【保育所、認定こども園、小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）、事業所内保育事業】

助成額【月額】

対象児童一人につき　１４，２２０円

１月利用（11日以上利用）

10日以内利用

１月利用（11日以上利用）

10日以内利用

【保育所、認定こども園、小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）、事業所内保育事業】

助成額【月額】

調理人雇用費
（休日）

休日の閉所時刻

延長保育実施加算
（休日）

【保育所、認定こども園】

19時30分超 ３５，２５０円

助成額【月額】

開所時間 助成額【月額】

11時間超12時間未満

12時間超 １４９，９９０円

【小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）、事業所内保育事業】

12時間以上13時間未満 １４９，９９０円

開所時間

１，２５０円
間食代

延長保育ＡＢ階層
減免費

３，７５０円

１，８８０円

６３０円

・延長保育の利用実績があり、延長保育料ガイドラインを上限に間食代又
は夕食代の実費徴収を行っていること

夕食代

延長保育ＡＢ階層
減免費

（休日）

・休日の延長保育の利用実績があり、延長保育料ガイドラインを上限に間
食代又は夕食代の実費徴収を行っていること

間食代 ６０円

夕食代 １８０円



第１号様式

年 月 日

区長

　横浜市延長保育事業実施要綱に基づき、延長保育事業実施届を提出します。

１　実施施設名称等

〒 － －

区

２　事業実施内容

年 月 日

年 月 日

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

　時 分 ～ 　時 分 ( 時間 分)

30分あたり　　　　　　　円

30分あたり　　　　　　　円

横浜市延長保育事業実施（変更）届

横浜市

事業実施者（所在地）

　　　　　（名　称）

　　　　　　代表者
　　　　　　職氏名

施設・事業者名称

小規模保育事業Ｂ型

所 在 地

TEL 045－

保育時間(11時間)

居宅訪問型保育事業

平日

横浜市

保育所

変 更 適 用 年 月

小規模保育事業Ｃ型

事業所内保育事業

施設・事業種別

認定こども園 家庭的保育事業

小規模保育事業Ａ型

※日曜・祝日は保育所、認定こども園、小規模保育事業Ａ型・Ｂ型、事業所内保育事業とする。

土曜

保育時間(８時間)

保育時間(11時間)

開所時間

事 業 開 始 日

10日以内利用(30分)

延長保育料金

保育時間(８時間)

保育時間

開所時間

開所時間

保育時間(11時間)

基本単価
（11日以上利用）

日曜・祝日※

保育時間(８時間)

（ ）



第２号様式の１（保育所・認定こども園）

区

横浜市長

※有の場合、
人数を入力 人

※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください
加算項目等　

延長保育事業費加算状況等届出書

施設・事業所番号

施設所在地

施　設　名

年度 代 表 者 職・氏 名

　　　年　　　　月　　　　日

土曜の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。
※土曜の共同保育をしている依頼園は対象外

横浜市の市基準保育士数に加えて、保育士を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

延長保育の利用実績があり、横浜市の延長保育料ガイドラインを上限に延
長保育料を設定し、第三子を除き延長保育料を徴収している。

月分

1

延長保育実施加算（平日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

2

3

延長保育実施加算（土曜）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

4

5

延長保育実施日全てにおいて、間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の
場合も含む）している。

調理人雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

障害児保育教育対象児童、特別支援保育教育対象児童、医療的ケア対象児
童又は被虐待児保育教育対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童を
保育しており、当該児童が月11日以上の延長保育利用の申込をしている。

延長保育障害児等受入加算
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

夜間保育所費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

夜間保育所の設置認可を受け、平日の開所時間が12時間以上の施設の場
合。

6

本園及び分園の平日の開所時間が12時間以上である。

分園加算
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育従事職員雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

平日の閉所時刻が19時以降である。

平日の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。

横浜市の市基準保育士数に加えて、保育士を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

横浜市における延長保育事業費の加算状況等について、挙証資料を添えて以下のとおり届け出ます。

7

分園において延長保育を実施している。

延長保育料ガイドラインに則り、副食費免除対象者の「免除（Ａ）」及び
「免除（Ｂ）」の児童（２号認定児童）及び保育料の階層がＡ階層又はＢ
階層の児童（３号認定児童）の保護者から間食代又は夕食代を徴収する
際、基準の代金の半額（10円未満は切り捨て）を徴収している。

実施状況等
前月からの
変更有無※

延長保育ＡＢ階層減免費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

※前月分の届出から変更があれば○を記入

8

有（12時間）

無

有（24時間）

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無



※有の場合、
人数を入力 人

9

休日保育実施日の閉所時刻が19時以降である。

前月からの
変更有無※

(             　　        )

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

休日保育実施日の開所時間が11時間超。

12

11

10

実施状況等

休日保育実施日に障害児保育教育対象児童、特別支援保育教育対象児童、
医療的ケア対象児童又は被虐待児保育教育対象児童と区福祉保健センター
長が認めた児童を延長保育時間帯に保育している。

延長保育障害児等受入加算（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の場合も含む）している。
※弁当持参は加算対象外

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

※前月分の届出から変更があれば○を記入

横浜市基準の保育士を配置している。

延長保育実施加算（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育ＡＢ階層減免費（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育料ガイドラインに則り、副食費免除対象者の「免除（Ａ）」及び
「免除（Ｂ）」の児童（２号認定児童）及び保育料の階層がＡ階層又はＢ
階層の児童（３号認定児童）の保護者から間食代又は夕食代を徴収する
際、基準の代金の半額（10円未満は切り捨て）を徴収している。

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

調理人雇用費（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

第２号様式の１（保育所・認定こども園）

加算項目等　

施設・事業所番号

※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

有 無

有 無

有 無

有 無



第２号様式の２（家庭的保育事業用）

区

横浜市長

※有の場合、
人数を入力 人

月分

横浜市における延長保育事業費の加算状況等について、挙証資料を添えて以下のとおり届け出ます。

加算項目等　
※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

実施状況等
前月からの
変更有無※

1

延長保育事業費加算状況等届出書

施設・事業所番号

事業所所在地

事　業　所　名

年度

　　　年　　　　月　　　　日

代 表 者 職・氏 名

4

5

延長保育障害児等受入加算
【加算要件】※項目を満たす場合、「有」となります。

3 -

障害児保育教育対象児童、特別支援対象児童と区福祉保健センター長が認
めた児童を保育しており、当該児童が月11日以上の延長保育利用の申込を
している。

延長保育従事職員雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

※前月分の届出から変更があれば○を記入

6

-

2

延長保育ＡＢ階層減免費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育料ガイドラインに則り、保育料の階層がＡ階層又はＢ階層の児童
の保護者から間食代又は夕食代を徴収する際、基準の代金の半額（10円未
満は切り捨て）を徴収している。

調理人雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

平日の閉所時刻が19時以降である。

延長保育実施日全てにおいて、間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の
場合も含む）している。

延長保育の利用実績があり、横浜市の延長保育料ガイドラインを上限に延
長保育料を設定し、第三子を除き延長保育料を徴収している。

延長保育実施加算（平日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

平日の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。

横浜市の市基準保育従事者数に加えて、保育従事者を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

延長保育実施加算（土曜）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

-
土曜の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。
※土曜の共同保育をしている依頼園は対象外

横浜市の市基準保育従事者数に加えて、保育従事者を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無



第２号様式の３（小規模保育事業A型・B型、事業所内保育事業用）

区

横浜市長

※有の場
合、人数を
入力

人

※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

延長保育事業費加算状況等届出書

施設・事業所番号

事業所所在地

事　業　所　名

年度 代 表 者 職・氏 名

　　　年　　　　月　　　　日

4

月分

1 平日の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。

横浜市の市基準保育士（保育従事者）数に加えて、保育士を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

横浜市における延長保育事業費の加算状況等について、挙証資料を添えて以下のとおり届け出ます。

延長保育実施加算（平日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

2

3

延長保育実施加算（土曜）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

土曜の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。
※土曜の共同保育をしている依頼園は対象外

6

横浜市の市基準保育士（保育従事者）数に加えて、保育士を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

延長保育従事職員雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育の利用実績があり、横浜市の延長保育料ガイドラインを上限に延長
保育料を設定し、第三子を除き延長保育料を徴収している。

調理人雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

平日の閉所時刻が19時以降である。

延長保育ＡＢ階層減免費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育実施日全てにおいて、間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の場
合も含む）している。

延長保育料ガイドラインに則り、保育料の階層がＡ階層又はＢ階層の児童の
保護者から間食代又は夕食代を徴収する際、基準の代金の半額（10円未満は
切り捨て）を徴収している。

5

実施状況等
前月からの
変更有無※

延長保育障害児等受入加算
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

障害児保育教育対象児童、特別支援保育教育対象児童又は被虐待児保育教育
対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童を保育しており、当該児童が
月11日以上の延長保育利用の申込をしている。

※前月分の届出から変更があれば○を記入

加算項目等　

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無



※有の場
合、人数を
入力

人

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

第２号様式の３（小規模保育事業A型・B型、事業所内保育事業）

8

施設・事業所番号

休日保育実施日の開所時間が11時間超。

横浜市基準の保育士を配置している。

10

9

7

調理人雇用費（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育実施加算（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

(             　　        )

※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

休日保育実施日の閉所時刻が19時以降である。

間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の場合も含む）している。
※弁当持参は加算対象外

※前月分の届出から変更があれば○を記入

延長保育障害児等受入加算（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

休日保育実施日に障害児保育教育対象児童、特別支援保育教育対象児童又は
被虐待児保育教育対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童を延長保育
時間帯に保育している。

延長保育料ガイドラインに則り、保育料の階層がＡ階層又はＢ階層の児童の
保護者から間食代又は夕食代を徴収する際、基準の代金の半額（10円未満は
切り捨て）を徴収している。

延長保育ＡＢ階層減免費（休日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

休日保育実施施設として横浜市に届出をしている。

加算項目等　 実施状況等
前月からの
変更有無※

有 無

有 無

有 無

有 無



第２号様式の４（小規模保育事業Ｃ型用）

区

横浜市長

※有の場
合、人数を
入力

人

横浜市における延長保育事業費の加算状況等について、挙証資料を添えて以下のとおり届け出ます。

2

　　　年　　　　月　　　　日

1

延長保育実施加算（土曜）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育事業費加算状況等届出書

施設・事業所番号

事業所所在地

事　業　所　名

年度 代 表 者 職・氏 名

延長保育従事職員雇用費
【加算要件】※項目を満たす場合、「有」となります。

4

障害児保育教育対象児童、特別支援保育教育対象児童又は被虐待児保育教育
対象児童と区福祉保健センター長が認めた児童を保育しており、当該児童が
月11日以上の延長保育利用の申込をしている。

横浜市の市基準保育従事者数に加えて、保育従事者を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

平日の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。

横浜市の市基準保育従事者数に加えて、保育従事者を雇用している。
（雇用状況表の延長保育実施加算の欄に人数（１人）を計上している。）

延長保育障害児等受入加算
【加算要件】※項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育料ガイドラインに則り、保育料の階層がＡ階層又はＢ階層の児童の
保護者から間食代又は夕食代を徴収する際、基準の代金の半額（10円未満は
切り捨て）を徴収している。

調理人雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

3 延長保育の利用実績があり、横浜市の延長保育料ガイドラインを上限に延長
保育料を設定し、第三子を除き延長保育料を徴収している。

6

5

月分

※前月分の届出から変更があれば○を記入

平日の閉所時刻が19時以降である。

延長保育実施日全てにおいて、間食及び夕食を自園調理（調理業務委託の場
合も含む）している。

延長保育ＡＢ階層減免費
【加算要件】※項目を満たす場合、「有」となります。

延長保育実施加算（平日）
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

加算項目等　
※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

実施状況等
前月からの
変更有無※

土曜の開所時間が11時間を超え、自施設で延長保育を実施している。
※土曜の共同保育をしている依頼園は対象外

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無



第２号様式の５（居宅訪問型保育事業用）

区

横浜市長

横浜市における延長保育事業費の加算状況等について以下のとおり届け出ます。

　　　年　　　　月　　　　日

年度

1

延長保育従事職員雇用費
【加算要件】※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

※前月分の届出から変更があれば○を記入

延長保育の利用実績があり、横浜市の延長保育料ガイドラインを上限に延長
保育料を設定し、第三子を除き延長保育料を徴収している。

月分

代 表 者 職・氏 名

延長保育事業費加算状況等届出書

施設・事業所番号

事業所所在地

事　業　所　名

加算項目等　
※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

実施状況等
前月からの
変更有無※

有 無



第３号様式

年　　　月　　　日
横浜市長

施設・事業所番号
施設・事業所所在地

施設・事業所名

代 表 者 職 氏 名

　　年　　月分のＡＢ階層減免費の精算内訳について次のとおり報告します。

利用区分

１月利用（11日以上利用） × =
10日以内利用 × =
日割り × =
休日延長（１日） × =

利用区分

１月利用（11日以上利用） × =
10日以内利用 × =
日割り × =
休日延長（１日） × =

※当該月分に係る間食代又は夕食代の減免費を翌月15日までに報告してください。

間食代

小計
人数

料金の
半額※１

日割り・休日延長は
延べ日数

延長保育事業　ＡＢ階層減免費内訳報告書

※1　１月利用の場合1,250円、10日以内利用
の場合630円、休日延長（１日）の場合60円
を上限とします。
料金の半額に10円未満の端数が生じる場合
は、切り上げとします。

小計 a

夕食代

小計
人数

料金の
半額※２日割り・休日延長は

延べ日数

※2　１月利用の場合3,750円、10日以内利用
の場合1,880円、休日延長（１日）の場合180
円を上限とします。
料金の半額に10円未満の端数が生じる場合
は、切り上げとします。

小計 b

減免費
合計

a+b

ＡＢ階層減免費対象児童（児童の認定証番号を記入）



第４号様式

年 月 日

（報告先）

横浜市長

（報告者）

〒

〒

１ 横浜市延長保育実施要綱に基づく延長保育事業助成の確定額

金 円

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（助成金返還相当額） 金 円

３ 添付資料

(1)消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類（別紙１）

(2)課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書(写し)

(3)課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表(写し)

代表者職氏名

施設・
事業所

名

施設・
事業所
所在地

年度横浜市延長保育事業助成に係る消費税及び　横浜市延長保育事業実施要綱に基づき、 　

横浜市延長保育事業に係る

地方消費税に係る仕入控除税額について、次のとおり報告します。

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

法人名

法人
所在地



第４号様式　別紙１（仕入控除税額がない場合）

３　代表者職氏名

(1)　免税事業者であり、確定申告を行っていないため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入

控除税額がない。

(2)　消費税を簡易課税方式により申告しているため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除

税額がない。

(3)　補助金の使途が全て非課税仕入れに該当するため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入

控除税額がない。

(4)　個別対応方式において、補助金に係る消費税を全て「非課税売上のみに要するもの」として

申告しているため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。

(5)　特定収入割合が５％を超えているため、特例計算を適用しており、補助金に係る消費税及び地方

消費税の仕入控除税額がない。

５　当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額がない理由

【(1)～(5)のうち、いずれかを選択してください。】

４　補助事業名 横浜市延長保育事業

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類

１　法人名　

２　法人所在地



第４号様式 別紙１（仕入控除税額がある場合）

３　代表者職氏名

６　当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

％

(3) 補助金に係る仕入控除税額の計算方法

(2) 課税売上割合

計

課税売上げ
対応分

非課税売上
げ

対応分
共通対応分

経
費
の
内
訳

金 円

７　６の計算方法や積算の内訳

(1) 補助対象経費(補助金の使途)の内訳

区分 課税仕入れ
非課税仕入

れ
合計

４　補助事業名 横浜市延長保育事業

５　補助金（申請・実績・確定）額 金 円

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類

１　法人名　

２　法人所在地
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